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告   示 

◎新潟県告示第226号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、五泉市の早出川土地改良区から次のとおり役

員が就任及び退任した旨の届出があった。 

令和元年７月12日 

新潟県新潟地域振興局長 

１ 就 任 

理事   五泉市一本杉340番地      皆川 俊和  

 （理事長） 

〃      〃 村松乙445番地         佐久間 公英 

 〃      〃 町屋甲68番地        松澤 聰  

〃      〃 論瀬3902番地          大湊 修 

〃      〃 宮野下5754番地        須藤 仁 

〃      〃  橋田己375番地         雲村 守 

〃      〃  荻曽根丙193番地       関谷 進一 

〃      〃  赤海１丁目８番58号    加藤 定雄  

〃      〃  赤羽671番地           五十嵐 亮一 

〃      〃 木越甲3282番地        土田 徳孝 

〃      〃 笹野町甲2038番地      小泉 和吉 
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〃      〃  笹堀1429番地     渡邉 和人 

監事   五泉市東四ツ屋567番地       佐藤 志津男 

〃      〃  丸田戊９番地     齋藤 春男 

〃      〃  木越乙2635番地        羽賀 隆 

就任年月日 令和元年６月28日 

２ 退 任 

理事   五泉市町屋甲68番地         松澤 聰  

 （理事長） 

〃      〃 一本杉340番地         皆川 俊和 

 〃      〃 長橋乙801番地         齋藤 忠 

〃      〃 木越荒屋甲3022番地    加藤 久光 

〃      〃 論瀬3902番地          大湊 修 

〃      〃  橋田己375番地         雲村 守 

〃      〃  笹堀782番地           石塚 新一 

〃      〃  荻曽根丙193番地       関谷 進一 

〃      〃  赤海１丁目８番58号    加藤 定雄 

〃      〃  赤羽671番地           五十嵐 亮一 

〃      〃 村松乙445番地         佐久間 公英 

〃      〃 木越甲3282番地        土田 徳孝 

監事   五泉市宮野下5754番地        須藤 仁   

〃          〃 東四ツ屋567番地       佐藤 志津男 

〃      〃  丸田戊９番地     齋藤 春男 

退任年月日 令和元年６月27日 

 

◎新潟県告示第227号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、長岡市の中之島土地改良区から次のとおり役

員が就任及び退任した旨の届出があった。 

令和元年７月12日 

新潟県三条地域振興局長 

１ 就 任 

 理事 長岡市中条新田字古川120番地 金安 昌憲 

（理事長） 

〃   〃 中野中甲1918番地    大久保 明良 

 〃   〃 押切新田230番地    若月 順章 

〃   〃 真野代新田乙262番地  深谷 幸夫 

〃   〃 福原246番地      杉林 量太 

 〃   〃 鶴ヶ曽根979番地    鈴木 幸夫 

 〃   〃 中之島中条甲1351番地  田口 正一 

〃   〃 灰島新田529番地    池上 紀一 

〃   〃 赤沼1246番地子     川﨑 文雄 

 〃   〃 長呂88番地１      齋藤 俊一 

 〃   〃 六所戊47番地      長谷川 博英  

 〃   〃 上沼新田339番地    西澤 文雄 

監事  〃 中之島718番地     皆里 吉夫 

 〃   〃 中之島中条丙23番地   小黒 精一郎 

 〃   〃 中之島西野349番地   石塚 博明 

就任年月日 令和元年７月１日 

２ 退 任 

 理事 長岡市中之島中条甲590番地  室橋 源一郎 

（理事長） 

 〃   〃 下沼新田甲121番地   松井 俊一 
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 〃   〃 並木新田543番地    笹岡 傳一 

 〃   〃 池之島894番地     丸山 市治 

 〃   〃 福原246番地      杉林 量太 

 〃   〃 中条新田字古川120番地 金安 昌憲 

 〃   〃 中野東1053番地     小野 俊郎 

 〃   〃 灰島新田529番地    池上 紀一 

 〃   〃 西高山新田12番地    羽賀 孝太郎 

 〃   〃 真弓90番地       遠藤 和行 

 〃   〃 赤沼1246番地子     川﨑 文雄 

 〃   〃 中之島中条甲1351番地  田口 正一 

 監事  〃 真野代新田乙262番地  深谷 幸夫 

 〃   〃 中野中甲1918番地    大久保 明良 

 〃   〃 中之島高畑542番地   今井 松男 

退任年月日 令和元年６月30日 

 

◎新潟県告示第228号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、十日町市の十日町土地改良区から次のとおり

役員が就任及び退任した旨の届出があった。 

令和元年７月12日 

新潟県十日町地域振興局長 

１ 就 任 

理事 十日町市中条乙893番地１      金澤 茂  

（理事長） 

〃  〃   伊達甲1444番地       宮嶋 正平 

〃  〃   北鐙坂1367番地３      齋木 篤 

〃  〃   城之古805番地       髙橋 謙一 

〃  〃   山谷661番地丑        丸山 政弘 

〃  〃   下条２丁目431番地     近藤 正男 

〃  〃   小泉940番地１        酒井 信秀 

〃  〃   新宮甲1414番地            村山 芳春 

〃  〃   下組572番地２       藤田 隆夫 

監事 十日町市中条戊947番地         橋本 隆 

〃  〃   稲荷町３丁目南５番地９   村山 隆義 

就任年月日 令和元年６月28日 

２ 退 任 

理事 十日町市中条乙893番地１      金澤 茂  

（理事長） 

〃  〃   伊達甲1444番地       宮嶋 正平 

〃  〃   北鐙坂1367番地３      齋木 篤 

〃  〃   城之古805番地       髙橋 謙一 

〃  〃   山谷661番地丑        丸山 政弘 

〃  〃   下条２丁目431番地     近藤 正男 

〃  〃   小泉940番地１        酒井 信秀 

〃  〃   新宮甲1414番地            村山 芳春 

〃  〃   下組572番地２       藤田 隆夫 

監事 十日町市中条戊947番地         橋本 隆 

〃  〃   稲荷町３丁目南５番地９   村山 隆義 

退任年月日 令和元年６月27日 

 

◎新潟県告示第229号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、阿賀野市の阿賀野川土地改良区の定款の変更
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を令和元年７月２日認可した。 

令和元年７月12日 

新潟県新発田地域振興局長 

 

◎新潟県告示第230号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局羽越河川国道事務所長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定によ

り公示する。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（GNSS水準測量、３級水準測量） 

２ 作業期間 令和元年7月１日から令和元年７月31日まで 

３ 作業地域 岩船郡関川村内 

 

◎新潟県告示第231号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、新潟市長から次のと

おり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（地盤沈下変動調査） 

２ 作業期間 令和元年7月１日から令和２年２月21日まで 

３ 作業地域 新潟市全域 

 

◎新潟県告示第232号 

過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第14条第１項の規定により、村道の改築工事を次のとお

り行う。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路線名  村道 26号線 

２ 工事区間  粟島浦村字佐泊1001番２から 

       粟島浦村字大平976番67まで 

３ 工事の種類  道路改築工事 

４ 工事の開始年月日  令和元年７月12日 

 

◎新潟県告示第233号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第２項の規定により、都市計画の図書の写しを次のとおり縦覧に供

する。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 都市計画の種類及び名称 

 種類 新潟都市計画地区計画（聖籠町決定） 

 名称 蓮潟長峰山地区地区計画 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第234号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり新潟県立近代美術館の観覧

料の徴収事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 委託した事務 
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 「PIXARのひみつ展 いのちを生みだすサイエンス」前売観覧券の観覧料の徴収に関する事務 

２ 委託期間 

 令和元年７月12日から令和元年10月18日まで 

３ 前売観覧券販売期間 

  令和元年７月12日から令和元年10月11日まで 

４ 前売観覧券の販売場所及び委託を受けた者 

販売場所 委託を受けた者 

  
新潟市中央区万代３丁目１番１号  

メディアシップ１階 

インフォメーションセンター えん  

新潟市中央区万代３丁目１番１号 

株式会社新潟日報社 

代表取締役 小田 敏三 

新潟市中央区万代３丁目１番１号  

メディアシップ13階 

株式会社新潟放送 

新潟市中央区万代３丁目１番１号  

メディアシップ13階 

代表取締役社長 佐藤 隆夫 

新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁内 

新潟県職員生活協同組合 

新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県職員生活協同組合 

理事長 佐久間 寛道 長岡市沖田２丁目173－２ 長岡地域振興局庁舎B1 

新潟県職員生活協同組合長岡売店 

新潟市西区五十嵐二の町8050 

新潟大学生活協同組合購買部 

新潟市西区五十嵐二の町8050 

新潟大学生活協同組合 

理事長 湯川 靖彦 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

シネ・ウインド 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

有限会社新潟市民映画館 

代表取締役 齋藤 正行 

新潟市中央区西堀通６番町878番地１ 

西堀７番館ビル３階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

新潟市中央区西堀通６番町878番地１ 

西堀７番館ビル３階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 佐藤 秀則 

新潟市中央区八千代１丁目６番１号 新潟伊勢丹内  

株式会社新潟トラベル伊勢丹営業所 

新潟市中央区笹口２丁目12番地３ 

株式会社新潟トラベル 

代表取締役 中山 真 

新潟市中央区八千代２丁目１番２号 

万代シテイビルボードプレイス 

新潟市中央区万代１丁目６番１号 

新潟交通株式会社 

代表取締役 星野 佳人 

新潟市中央区東万代町９番24号 

文信堂書店  

新潟市中央区東万代町９番24号 

株式会社文信堂書店  

代表取締役 廣木 正廣 長岡市城内町１－611－1 長岡駅ビルココロ内 

株式会社 文信堂書店長岡店 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島美術館内  

ミュージアムショップBANBI 

新潟市中央区幸西３丁目５番３号 

新潟交通商事株式会社 

代表取締役 高橋 徹 長岡市千秋３丁目278－14 近代美術館内 

ミュージアムショップKINBI 

新潟市中央区上近江４丁目12番20号 DeKKY401 

トップトラベル新潟 

新潟市江南区両川１丁目3604番地12 

株式会社北村製作所 

取締役社長 北村 泰作 

新潟市秋葉区蒲ヶ沢109番地１ 

新潟市新津美術館 

新潟市中央区学校町通１番町602番地１ 

新潟市 

市長 中原 八一 

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  
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公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

代表理事 廣岡 信行 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 水澤 千秋 

長岡市大手通１－４－11 水野ビル１階 

まちなか観光プラザ 

長岡市大手通１－４－11 水野ビル２階 

一般社団法人 長岡観光コンベンション協会 

会長 山崎 和夫 

長岡市坂之上町２－１－１ 

長岡商工会議所 

長岡市坂之上町２－１－１ 

長岡商工会議所 

会頭 丸山 智 

新潟県長岡市千秋２－278  

アピタ長岡店 サービスカウンター 

新潟県長岡市千秋２－278  

ユニー株式会社 アピタ長岡店 

支配人 遠藤 謙二 

柏崎市東本町２丁目５番22号 

わたじん書店 

柏崎市東本町２丁目５番22号 

株式会社わたじん 

代表取締役社長 渡辺 孝丸 

十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

理事長 関口 芳史 

上越市新光町１－９－10 

上越文化会館 

上越市新光町１－９－10 

上越文化会館指定管理者 

(株)ＮＫＳコーポレーション 

代表取締役社長 吉田琢也 

（各販売店） 

NIC新潟日報販売店 

新潟市中央区万代３丁目１番１号 

株式会社新潟日報サービスセンター 

代表取締役 吉倉 久一朗 

全国のセブンイレブン、ローソン、ミニストップ、

ファミリーマートの各店舗 

新潟市中央区東万代町１－30 
新潟第一生命ビルディング３階 
株式会社ＪＴＢ新潟支店 
代表者 新潟支店長 山田 周 

  
 

公   告 

予算の公表について（公告） 

令和元年７月５日新潟県議会において議決された令和元年度新潟県一般会計補正予算の要領は、次のとおりで

ある。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和元年７月12日 

新潟県基幹病院事業 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 調達件名及び数量 

  手術顕微鏡システム  一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県福祉保健部基幹病院整備室 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

  購入等 

４ 契約方式 

  一般競争入札 

５ 落札決定日 

  令和元年６月26日 

６ 落札者の氏名及び住所 

  源川医科器械株式会社 

  新潟県新潟市中央区西堀通三番町258番地41 

７ 落札価格 

  50,274,000円 

８ 入札公告日 

  令和元年５月17日 

９ 落札方法 

  最低価格 

 

製菓衛生師試験の実施について（公告） 

製菓衛生師法（昭和41年法律第115号）第４条の規定により、令和元年度製菓衛生師試験を次のとおり実施する。 

令和元年７月12日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 試験の日時及び場所 

(1) 日時 

   令和元年９月12日（木） 

   午後２時00分から午後４時30分まで 

(2) 場所 

   新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県庁西回廊講堂及び自治会館本館講堂、201会議室 

２ 試験科目 

(1) 衛生法規 

(2) 公衆衛生学 

(3) 食品学 

(4) 食品衛生学 

(5) 栄養学 

(6) 製菓理論 

(7) 製菓実技 

   全問、四肢択一式により出題する。 

   製菓実技は､｢和菓子分野｣｢洋菓子分野｣｢製パン分野」の３分野から１分野を選択して解答する。 

３ 受験資格 

  次のいずれかに該当する者 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条に規定する者であって、都道府県知事の指定する製菓衛生師養



第20号 新  潟  県  報 令和元年７月12日(金) 

11 

成施設において１年以上製菓衛生師として必要な知識及び技能を修得した者 

(2) 学校教育法第57条に規定する者であって、２年以上菓子製造業に従事した者 

４ 受験申込に必要な書類 

(1) 受験願書 

(2) 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める書類 

 ア 上記３(1)に該当する者（製菓衛生師法第５条第１号に該当する者） 

      都道府県知事の指定する製菓衛生師養成施設の卒業証書の写し、卒業証明書又は履修証明書 

   婚姻等により氏名の変更があった者は、戸籍謄本又は抄本を添付すること。 

     卒業証書の写しを提出する場合は、本証を持参のこと｡(本証は確認後、返却する｡) 

    イ 上記３(2)に該当する者（製菓衛生師法第５条第２号に該当する者） 

    学校教育法第57条に規定する者であることを証明する書類及び菓子製造業従事証明書 

     婚姻等により氏名の変更があった者は、戸籍謄本又は抄本を添付すること。 

     卒業証書の写しを提出する場合は、本証を持参のこと｡(本証は確認後、返却する｡) 

(3) 受験票 

(4) 写真 

   出願前６か月以内に撮影した無帽、正面向き上半身、大きさはパスポート用写真サイズ（縦4.5cm×横3.5cm)｡ 

  裏面に氏名及び撮影年月日を記入すること。 

(5) 試験科目のうち製菓理論及び実技の免除を受けようとするときは、職業能力開発促進法施行規則（昭和44

年労働省令第24号）に基づく菓子製造に係る１級又は２級の技能検定合格証書の写し（本証を持参のこと。

確認後、返却する｡) 

５ 受験手数料    9,400円 

６ 受験願書の受付期間及び提出場所 

(1) 受付期間 

   令和元年７月26日（金）から８月９日（金）まで（土、日曜日、祝日を除く） 

(2) 提出場所 

   住所地を所管する保健所（県外に在住する者は新潟県福祉保健部生活衛生課） 

７ 合格発表 

  令和元年10月23日（水） 午前９時 

  住所地を所管する保健所及び県庁行政庁舎１階（広報展示室前掲示板）において行う。 

  また、県ホームページにおいても行う。 

    なお、合格発表日から11月22日（金）の間（土、日曜日、祝日を除く）は、受験者本人が受験票を呈示する

ことにより新潟県福祉保健部生活衛生課及び受験者の住所地を所管する保健所（ただし、新潟市保健所は除く）

において、各人の得点を知ることができる。 

８ その他 

(1) 受験者には、受験願書受付後「製菓衛生師試験受験票」を送付する。 

(2) この試験について不明な点は、最寄りの保健所又は新潟県福祉保健部生活衛生課に問い合わせること。 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、採尿蓄量比重測定装置管理システムの購入に

ついて、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和元年７月12日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  採尿蓄量比重測定装置管理システム 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和元年９月30日（月） 
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(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和元年７月22日（月）午前10時00分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、ＭＥ機器管理システムの購入について、次の

とおり一般競争入札を行う。 
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令和元年７月12日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  ＭＥ機器管理システム 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和元年９月30日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和元年７月22日（月）午前10時30分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 
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  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、ブラインド・ロールスクリーン等の購入につ

いて、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和元年７月12日 

新潟県立加茂病院長 秋山 修宏 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

ブラインド・ロールスクリーン等 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

令和元年８月30日（金） 

(4) 納入場所 

新潟県立加茂病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 

(4) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社又は出張所等の名称は問わない｡)が所在する者である

こと。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(6) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 959－1397 

新潟県加茂市青海町１丁目９番１号 

新潟県立加茂病院経営課経営係 

電話番号 0256－52－0701 内線209 

(2) 入札説明書の交付方法 

本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

令和元年７月19日（金）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

令和元年７月26日（金）午前11時00分 

新潟県立加茂病院 講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 
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免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立加茂病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 
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